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令和８年度 鳥取市女性デジタル人材育成事業 仕様書 

１ 委託事業の概要 

（１） 委託事業名 

令和８年度 鳥取市女性デジタル人材育成事業 

（２） 委託期間 

契約締結日から令和９年３月１５日までの間において受託者との協議により決定した期間 

（３） 委託事業の目的 

国は、男女共同参画会議（令和４年４月）において、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大が特に女性の雇用・就業面に多大な影響を及ぼしている状況を踏まえ、就労に直結するデ

ジタルスキルを身につけた女性人材の育成の加速化を目的とした「女性デジタル人材育成プ

ラン」を策定した。また令和７年６月に、「新・女性デジタル人材育成プラン」を策定し、基

礎的なデジタルリテラシーの習得の支援など、デジタル分野への間口を広く取りつつも、デ

ジタルスキルを活かした女性活躍の具体的な姿をパターン化し、当該パターン別に、デジタ

ルスキル向上やデジタル分野への就業支援などに対する取組を強化している。 

    本事業は、女性のデジタル人材を育成し、テレワークなどの柔軟な働き方によるデジタル

分野での就労につなげることを目的とする。在宅ワークの始め方や必要なデジタルスキルを

学ぶ機会を提供するとともに、就労支援や企業とのマッチングの機会の提供を行う。 

（４） 委託事業の内容 

本事業の実施にあたっては、内閣府の地域女性活躍推進交付金公募要領に規定された交付金

の目的を実現できるよう事業全体に工夫を凝らし、運営すること。 

① リモートワーク実践スキルアップ講座（仮称）の開催 

・web デザインや画像、動画編集、web ライティング、AI 活用など、デジタル人材動向等

により、事業所等が求めるデジタルワークに必要なスキルの習得ができる最も効果的な

回数及び時間数の講座を開催すること。 

・講座は、受講者の参加しやすい時間帯に行うこと。 

・講座受講は自宅等で、原則オンライン受講方式で行うこと。（必要に応じて対面開催の実

施も可能。） 

・チラシ、SNS（会員制交流サイト）等で事業の周知を図ること。実施の際は、市に内容等

の事前確認をすること。 

・対面による開講式及び閉講式を行うこと。実施の際は、市に内容等の事前確認をするこ

と。 

② 受講者同士がつながり、情報共有できるコミュニケーションツールの構築 

・在宅ワークによる孤立を防ぐためのつながりの場を提供すること。 

③ OJT 及び就労支援機関等との連携 

・キャリア面談等による自己研鑽を高められるサポートを行うこと。 

・受講者都合による未受講者のフォローを行うこと。 

・鳥取市内等の就労支援機関や企業等との連携を行うこと。実施の際は、市に内容等の事

前確認をすること。 

④ 企業等とのマッチング機会の提供 

・就労スタイルのモデル紹介を行うこと。 

・企業等とのマッチングやデジタル就労の機会を提供し、受講者の希望する雇用につなぐ
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こと。 

・正規雇用、非正規雇用を問わず継続的な就労につなぐこと。 

⑤ 事業終了後のアンケート実施 

・受講者ニーズ、感想の把握のためのアンケートを実施すること。 

・アンケート実施の際は、市に内容等の事前確認をすること。 

⑥ 事業の記録及び完了報告書 

・事業実施の経過を記録し、定期的に事業の進捗状況を報告すること。本事業の実績報告

については、事業終了後、５日以内に実績報告書（便宜様式）により行うこと。 

⑦ その他の独自事業 

（５） 実施場所 

    鳥取市内 

（６） 対象者 

対象者は因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏（以下「麒麟のまち圏域」という。）を構

成する市町（鳥取県鳥取市・岩美町・若桜町・智頭町・八頭町、兵庫県香美町、新温泉町）

に居住し、麒麟のまち圏域での就労を目指している 18 歳以上の女性とする。 

（７） 事業の周知 

効果的な事業となるよう周知方法を工夫し、広く市民に事業の広報を図ること。チラシデ

ータの作成に係る費用は受託者が負担する。チラシ等の広報物の配布は、市が行うため協議

すること。募集方法、申込方法は特に指定しない。 

（８） 受講者数 

    受講者は 20 名程度（20 名以上も可能）を想定している。総事業費の積算により、最も効

果的な人数の提案が可能。受託者の提案により、市と協議のうえ調整すること。 

（９） 受講者選考 

募集は、講座の開催１か月以上前から行うこと。 

定員を設定し、受講申し込みが定員を上回った場合、受講対象者を決定するための選考を

行うこと。選考にあたっては市と協議のうえ調整すること。 

（１０）受講料 

受講料は無料とする。受講に必要なソフトウエア等は、受講者への負担が生じないよう、

フリーソフトの利用や無償利用の配慮を行うこと。 

２ 対象となる経費 

対象経費は、内閣府の地域女性活躍推進交付金公募要領に規定された交付金の交付対象とな

る経費で、本事業のみに使用されたことが特定・確認できるものでなければならない。 

※ 経費は市との契約日以降に発生し、契約期間中にすべての支払が完了している必要があ

り、証憑書類等により支払金額および支払日時等が確認できるものに限る。 

※ 会計関係帳簿および証拠書類は適切に整備し、本事業の経費は他の経費と明確に区分し

て管理するとともに、必要に応じた検査に対応できる状態とすること。また、本事業は会

計検査院による実地検査の対象となるため、関係書類は業務完了の日の属する年度の翌

年度から起算して５年間保管し、実地検査時には市の求めに応じて提出すること。 

３ 契約上限額 

金３，７３８，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む。）を上限とする。 
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４ 事業完了報告 

本事業の実績報告については、事業終了後、５日以内に実績報告書（便宜様式）により行うこ

ととする。 

５ 検査 

受託者は、本事業を完了したときは、速やかに市に報告するものとし、完了検査を受けるもの

とする。検査に合格しないときは、速やかに受託者の責任において市の指定する期日までに修正

又は補足その他の処置を執るものとし、これに必要な経費は受託者の負担とする。 

６ 個人情報の保護 

受託者は、本事業を遂行するための個人情報の取扱いについて、別記「個人情報取扱特記事項」

（以下「特記事項」という。）を遵守しなければならない。 

また、受託者は、市の承認を受けて第三者に本事業の一部を再委託する場合は、当該受託者に

対して特記事項を遵守させなければならない。 

７ 委託料の支払い 

  委託料は、原則として事業完了後に支払うこととするが、事業執行に要する手元資金不足等の

理由により、事業完了前に概算払することが必要となる場合については、別に市と受託者とで協

議するものとする。 

８ 調査等 

  市は、必要があると認めるときは、受託者に対して本事業の進捗状況について調査し、又は報

告を求めることができる。この場合において、受託者はこれに従わなければならない。 

９ 合意管轄裁判所 

  本事業に係る訴訟の提訴及び調停の申立については、鳥取市を管轄とする裁判所をもって合意

管轄裁判所とする。 

10 その他留意事項等 

（１）事業の遂行 

・ 法令、市の条例、規則等を遵守し、市の立場に立って事業を遂行すること。 

・ 事務局を開設し、事業運営を総括すること。また、市との窓口は事務局とし、常に連絡が可

能なスタッフを配置するなど、適正かつ確実な事業執行体制を作ること。 

・ 物品や役務の調達等に当たっては、市内事業者に発注するよう努めること。 

・ 受託者は、市の承認を得ないで事業の再委託をしてはならない。ただし、書面により事前に

市の承諾を得た場合に限り、本契約に基づく委託事業の一部を第三者に対し再委託すること

ができる。 

・ 事業を通じて収集したデータ等については、適切に管理すること。 

・ 事業への費用配分は適切に行うこと。 

（２）不正等の防止 

・ 提出書類等の申請内容において虚偽の記載がなされた場合は、該当事業者を失格とする。 
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契約締結後にあっては、契約締結を取り消すことがある。 

・ 事業の不履行や事業費の不正受領（目的外使用含む。）、その他の不正行為が認められた場合

は契約締結の取消し、事業費の支払停止・返金を求めるとともに、事業者の名称、不正内容

についての公表を行う等、厳正な対処を行う。加えて、上記の行為を含む事業者の責めに帰

すべき事由により損害が生じたときは、当該損害（紛争解決に要した弁護士費用及び人件費

並びに逸失利益を含む。）の賠償を請求することがある。 

・ 契約時における仕様書の内容と実際の事業内容が大きく異なる場合は、当該事業に係る経費

の一部又はすべてを対象経費として認めないことがある。 

（３）その他 

・ 事業者の責めに帰すべき事由により事業を中止する場合、中止に係るキャンセル料や手数料

等は事業の対象経費に算入しないものとする。 

・ 本事業における成果品及び作成した資料の所有権及び著作権はすべて市に帰属するものとす

る。 

・ 本事業の遂行に当たり必要となる資料及びデータの提供は、妥当と判断する範囲内で提供す

る。なお、所定の手続きをもって受託者に無償で貸与するものとするが、事業完了後には速

やかに市に返却すること。また、市が提供する資料及びデータは市の許可なく第三者に流布

してはならない。 

・ 事故が発生したときには、その理由にかかわらず、直ちにその状況、処理対策等を市に報告

し、応急措置を加えた後、書面により報告を行うこと。 

・ 受託者は、本事業によって知り得た情報等を本事業においてのみ使用することとし、これら

を他の目的に使用し、又は他のものに漏洩してはならない。本事業の契約が終了し、又は解

除された後においても同様とする。 

・ 事業に関する内容については、本仕様書によるほか、受託者の提案内容に従い、契約後の詳

細な打合せにより、市及び受託者双方合意の上、決定するものとする。 

・ 受託者は、事業において打合せ及びヒアリング等を実施した場合は、速やかに議事録を作成

し市へ提出すること。 

・ 本仕様書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、市と受託者とが協議して定め

るものとし、受託者が議事録を作成して提出すること。 

・ 受託者は、委託料の対象となる経費の支出状況等が分かる帳簿類を整備するものとし、事業

を完了し、又は中止し、若しくは廃止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間これ

を保存しておかなければならない。 
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鳥取市総務部人権政策局男女共同参画課 作成 

別記 個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利
益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。

（秘密の保持）
第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この契
約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（使用者への周知）
第３ 乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。

（適正な管理）

第４ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん及び毀損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要
な措置を講じなければならない。

（収集の制限）
第５ 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ
公正な手段により収集しなければならない。

（目的外利用及び第三者への提供の禁止）
第６ 乙は、委託業務を履行するにあたって知り得た情報を、甲の書面による事前の承諾を得ることなく委託業務を履行する目的以外

の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。

（複製及び持ち出しの禁止）

第７ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために甲から貸与された個人情報が記録された資料
等を複製（複写を含む。）し、又は甲の指定する場所以外に持ち出して使用してはならない。

（再委託の禁止）
第８ 乙は、委託業務を遂行するために得た個人情報を自ら取り扱うものとし、第三者（第三者が乙の子会社（会社法（平成１７年法
律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）に取り扱わせてはならない。ただし、甲の書面に

よる事前の承諾を得た場合は、この限りではない。
２ 乙は、前項ただし書の規定により個人情報を取り扱う業務を第三者に委託（請負その他これに類する行為を含む。以下「再委託」
という。）する場合、当該再委託を受ける者（以下「再委託先」という。）に対し、この契約に基づく一切の義務を遵守させなければな

らない。
３ 乙は、再委託先の当該業務に関する行為及びその結果について、乙と再委託先との契約（以下「再委託契約」という。）の内容にか
かわらず、甲に対して責任を負うものとする。

４ 乙は、第２項の再委託を行う場合、再委託契約において、再委託先が委託契約約款及び特記事項を遵守するために必要な事項その
他甲が指示する事項を規定するとともに、再委託契約先に対する必要かつ適切な監督、個人情報に関する適正な取扱い及び管理につ
いて、具体的に規定しなければならない。

５ 乙は、第２項の再委託を行った場合、再委託先による当該業務の履行を監督するとともに、甲の求めに応じて、履行の状況を甲に
対して適宜報告しなければならない。

６ 乙は、再委託先に対し、甲の書面による事前の承諾なくして、個人情報をさらなる委託（請負その他これに類する行為を含む。以

下「再々委託」という。）により第三者（以下「再々委託先」という。）に取り扱わせることを禁止し、その旨を再委託先と約定しなけ
ればならない。

７ 第１項から前項までの規定は、前項の規定による甲の承諾を得て個人情報を取り扱う業務を再々委託する場合について準用する。

（資料等の返還等）
第９ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等

について、この契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるもの
とする。

（報告及び検査）
第１０ 甲は、必要があると認めるとき又はこの契約が終了したときは、乙に対し、委託業務に係る個人情報の取扱い及び管理の状況

について報告を求め、又はその検査をすることができる。

２ 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、委託業務を行う場所及び個人情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所で検査
することができる。

３ 乙は、甲から前２項の指示があったときは、速やかにこれに従わなければならない。

（事故発生時における報告）
第１１ 乙は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあること

を知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（契約の解除及び損害賠償）

第１２ 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができるも
のとする。


